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コーポレートガバナンス

住友林業は、「住友林業グループは、公正、信用を重視し社会を利するという『住友の事業精神』に基づき、人と地球環境にやさしい

『木』を活かし、人々の生活に関するあらゆるサービスを通じて、持続可能で豊かな社会の実現に貢献します。」という経営理念のも

と、経営の透明性確保、業務の適正性・適法性の確保、迅速な意思決定・業務執行等に努めています。

また、これらの取り組みを通じて、コーポレートガバナンスのさらなる充実及び強化を図ることで、継続的に企業価値を拡大し、住友

林業グループを取り巻く多様なステークホルダーの期待に応える経営を行っていきます。

住友林業は、執行役員制度の導入により意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、社外取締役4名（男性2名、女性2名）を含む

10名（男性 8名/80.0%、女性 2名/20.0%）の取締役で構成される取締役会が迅速な意思決定を行う体制としています。取締役会の議長

を務める会長は執行役員を兼務せず、取締役会の監督機能の強化と執行役員の業務執行責任の明確化を図っています。また、取締役会

の諮問機関として、取締役・監査役候補者及び執行役員の選任ならびに取締役及び執行役員の報酬等の決定に関して意見表明を行う指

名・報酬諮問委員会を設置し、意思決定の透明性及び公正性を確保しています。
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関連情報はこちら
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さらに、住友林業は監査役会設置会社で、監査役は社内の重要会議に出席するほか、グループ会社の監査役や内部監査部門との情報交

換、監査役補助スタッフを指揮して行う監査業務などを通じて、取締役の職務執行を監査しています。

なお、2026年3月27日現在、取締役10名（うち社外取締役4名）、監査役5名（うち社外監査役3名）、執行役員20名（取締役兼務者5名

を含む）を選任しています。社外取締役4名及び社外監査役3名については、証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ています。
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会・-ê会d

取締役会は原則として月1回開催し、取締役会附議基準による重要事項に関する意思決定・監督機能を担っています。具体的には、重要

事項に関する意思決定と業績等の確認を行うとともに、各取締役からの報告を元にその職務執行状況を監督しています。取締役及び監

査役は、原則として取締役会への出席率を75%以上確保することとしています。

また、重要事項について十分に事前協議するため、取締役会の前に社長の諮問機関である経営会議を開催しています。経営会議には執

行役員を兼務する取締役のほか、常勤監査役も出席し、原則として月2回開催しています。

本体制により、迅速な意思決定と監督と執行の分離を進め、取締役会の有効性を担保しています。2025年度は、取締役会を15回、経営

会議を27回開催しました。
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取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、性別・国籍等の多様性を考慮し、住友林業グループの事業に関する豊富な経験や

実績を有する者、会社経営あるいは産業・政策等に係る豊富な経験や実績を有する者または法律・会計等の専門性を有する者等、知識L

経験L能力等において専門性及び多様性を備える構成とし、人数は17名以内としています。
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下表は、取締役及び監査役がそれぞれ保有しているスキル（専門性・経験）のうち、特に期待するものを示しています。
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取締役候補者は、人格識見及び住友林業の経営に対する有用性を備えている者から、指名・報酬諮問委員会からの意見を踏まえ、取締

役会で決定しています。また、取締役候補者については、以下の各基準を満たす者を選定しています。

① 高い倫理観を持っていること

② 当社グループの経営理念を体現できること

③ 中長期的な企業価値の向上を実現できる経営能力（スキル）を有していること

なお、取締役の略歴と兼任状況について、ホームページ上で公開しています。
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住友林業では、コーポレートガバナンス基本方針の第15条に「取締役、監査役及び執行役員のトレーニング」について定めています。

この方針のもと、取締役、監査役及び執行役員に対し、就任時及び就任以降も継続的に情報提供及び研修の機会を提供しています。

2025年度は変化する市場環境に対する取締役会の対応に関する研修を実施しました。

²�Üë�Ç«ÏÉò¸ - é¸®ÝÌ·àòÇ - ²òÖè£¡ò¸ - uÍ - ÌÆ.�ÝÌ·àòÇ - áQº¬äéÅ¢/DX - �0Z��v - �æN�Æ
・�G -

×��ptIRË�

関連情報はこちら


¿一p

関連情報はこちら

²ーÜëーÇ«ÏÉò¸2�方�

https://sfc.jp/information/company/officer/
https://sfc.jp/information/company/pdf/corporate_governance_guildline.pdf


サステナビリティレポート2026 〈379〉

トップ

コミットメント

サステナビリティ

経営

事業とESGへの

取り組み
環境 社会 ガバナンス その他

�締
vz実効[分}・評Ftiz結Q

1．評価の方法

(1)評価のプロセス

取締役会（指名・報酬諮問委員会を含む）の実効性に関して、当年度は、自己評価・分析については、外部機関の助言を得ながら、以

下の評価項目につき、全取締役及び全監査役を対象としたアンケートを実施（回答方法は、無記名方式として、外部機関に直接回答す

ることで匿名性を確保）したほか、当該アンケート結果に対する外部評価を実施しました。また、取締役会において、コーポレートガ

バナンス基本方針で定められている取締役会の役割等にかかる実施状況の確認や、取締役及び監査役との意見交換を踏まえ、評価を行

いました。

(2)評価項目

2．評価の結果

(1) 総括

1．による評価の結果、当社取締役会は総じて実効的に機能していると評価しました。

(2) 昨年度の評価で課題として認識された事項への取り組み

① 「計画的な後継者候補育成に関し、実効性のあるプランにできるよう適切な監督に努める」については、指名・報酬諮問委員会にお

いて、役員候補者の選定基準に関する事項を議題として選定基準や考え方などを明確にするとともに、サクセッションプランに関する

審議内容の充実を図りました。また、その内容に関する取締役会への共有を十分に行いました。

② 「株主（投資家）との対話に関し、より充実性を高められるよう対話状況を十分フィードバックし取り組んでいく」については、対

話状況の報告により適時に情報共有を行うなど十分なフィードバックを行うともに、対話の在り方などについて検討を行いました。

(3) 今後の主な課題及び取組み方針

取締役会の運営改善を進めるため、権限移譲、取締役会における議論の在り方と資料の内容などについて見直しを行います。

住友林業は、今後も認識された課題の改善に継続的に取り組むことにより、取締役会の実効性の更なる向上に努めてまいります。

�査
会

監査役会は、監査に関する重要事項を協議・決定しています。社外監査役3名を含む5名の監査役は、それぞれの経験を背景とした高い

見識と多角的な視点に基づき、取締役の職務執行を監査しています。2025年度は14回開催しました。

また、主要な子会社の監査役に適切な人財を選任し、当該各社における監査の実効性の向上と情報交換を目的として、住友林業の常勤

監査役及び主要子会社の監査役をメンバーとするグループ監査役会を開催しています。2025年度は6回開催しました。
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取締役会の構成等

取締役会の運営

経営戦略・経営計画

内部統制・リスク管理

指名・報酬及びモニタリング機能

社外取締役のパフォーマンス

取締役・監査役に対する支援体制

トレーニング

株主（投資家）との対話

ご自身の取組み

指名・報酬諮問委員会の評価

総括
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社外
¿に�するæえ方

社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、以下の独立性基準及び兼職基準に基づき、判断しています。

 �¬立性2準

以下の基準のいずれにも該当しない者について、独立性を有する者と判断します。

1．v�zÆ務執行	

住友林業、住友林業の子会社又は関係会社の業務執行取締役又は執行役員、支配人その他の使用人（以下「業務執行者」）

2．²ò´ê¾òÇ等

（1）住友林業又は住友林業の子会社の会計監査人である監査法人に所属する社員、パートナー又は従業員であって住友林業

又は住友林業の子会社の監査業務を担当している者

（2）弁護士、公認会計士又は税理士その他のコンサルタントであって、住友林業又は住友林業の子会社から役員報酬以外に

過去3事業年度の平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ている者

（3）法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティングファームその他のアドバイザリーファームであって、住友林

業又は住友林業の子会社を主要な（過去 3事業年度の平均でその連結総売上高の2%以上の支払いを住友林業又は住友林業の

子会社から受けた）取引先とするファームの社員、パートナー、アソシエイト又は従業員

3．大×�（被}&）

住友林業の総議決権の10%以上を直接又は間接的に保有する者（法人の場合はその業務執行者）

4．大×�（}&）

総議決権の10%以上を住友林業又は住友林業の子会社が保有している法人の業務執行者
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5．�引�

（1）販売先（主要な取引先）：住友林業の販売額が住友林業の連結売上高の2%以上である者（法人の場合はその業務執行

者）

（2）仕入先（住友林業を主要な取引先とする者）：住友林業の仕入額が仕入先の連結売上高の2%以上である者（法⼈の場

合はその業務執⾏者）

6．�入�

住友林業の借入額が住友林業の連結総資産の2%を超える借入先（法人の場合はその業務執行者）

7．5附�

住友林業又は住友林業の子会社が、過去3事業年度の平均で年間1,000万円又は総収入の2%のいずれか高い額を超える寄附を

行っている者（法人の場合はその業務執行者）

8．��

本基準において独立性を否定される者（重要でない者（※）を除く）の配偶者又は二親等以内の親族

9．f�P件

1.については過去10年間、2.ないし7.については過去5年間のいずれかの時点において該当していた者

10．��
員zö互5任�係

住友林業又は住友林業の子会社の業務執行取締役、常勤監査役を社外役員として受け入れている会社の業務執行者、常勤監査

役

なお、社外取締役4名及び社外監査役3名は、上記の独立性基準に照らし、一般株主と利益相反の生じるおそれのない者として、十分な

独立性が確保されているものと判断しています。

¡�P職2準

（»） 他の上場会社の取締役又は監査役を兼務する場合、兼職数は以下のとおりとする

（ア）兼務先において業務執行取締役であるとき

住友林業以外に当該業務執行を行う会社1社のみ

（イ）（ア）以外

住友林業以外に4社まで

（¼）取締役会又は監査役会への出席を75%以上確保できること
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指Ø・Q酬諮þ�¿会

取締役会は、その諮問機関として、指名・報酬諮問委員会を設置し、取締役・監査役候補者及び執行役員の選任、取締役・監査役・執

行役員の解任、最高経営責任者及び執行役員の評価、取締役及び執行役員の報酬等の決定に関し、意見表明を求め、公正性・透明性を

確保しています。指名・報酬諮問委員会は、会長、社長及び全ての社外役員（社外取締役4名及び社外監査役3名）から構成され、委員

の過半数を社外役員が、委員長を社外取締役が務めることとしています。

取締役の報酬は、株主総会の決議により定めた金額の範囲内で、指名・報酬諮問委員会からの意見を踏まえ、取締役会で決定していま

す。執行役員の報酬は、指名・報酬諮問委員会からの意見を踏まえ、取締役会で決定しています。

指名・報J諮問委員vz委員一p
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P¼�!
 �長 ²h Ñï 5 100

リスク�v�¿会

リスク管理委員会については、「リスクマネジメント／リスク管理体制」に掲載しています。

2025年度は、リスク管理委員会を4回、コンプライアンス小委員会を2回、BCM小委員会を2回開催し、取締役会への報告を4回実施し

ました。
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関連情報はこちら
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&4(推進�¿会

気候変動、SDGs、及び人権問題への対応など、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）における中長期的

な取り組みやその情報開示への要請が高まっていることから、2018年度よりESG推進委員会を設けています。

ESG推進委員会は、執行役員兼務取締役及び各本部長から構成され、執行役員社長が委員長を務めています。同委員会では、経営理念

の実現に向けて、気候変動や自然関連をはじめとする当社グループの中長期的なESG課題に対する戦略の立案と推進、リスク・機会の

分析を含む中期経営計画サステナビリティ編の進]管理を行い、有効性のモニタリングを図っています。なお、2024年1月からは品質・

労働安全面の課題への取り組み推進を目的として、ESG推進委員会の定期開催を年4回から6回としています。委員会での議事内容につ

いては全て取締役会へ報告し、事業と社会課題の解決の一体化を図っています。

住友林業では、内部監査室の担当者がグループの約200事業所を対象に、リスク評価を加味して、毎年約60拠点を選定し、内部監査を実

施しています。担当者は日本内部監査協会認定の内部監査士資格を取得しており、公認内部監査人資格（Certified Internal Auditor）を

取得している担当者も在籍しています。対象となる拠点は、「業務リスク」（業績・規模・事業の複雑性など）と「コントロールリス

ク」（リスクの管理体制）の2つの視点から優先順位をつけて選定しています。原則として現地へ赴き関係者面談及び書類等の現物を確

認し評価します。また、監査用のAIツールを導入するなど、DXを推進しています。

内部監査では、コンプライアンスの遵守をはじめとする業務の遂行状況や事務処理の管理状況を確認し、その結果を社長、コーポレー

ト本部長、監査役のほか、対象事業所の責任者と事業所を担当する執行役員・取締役に報告しています。また、指摘事項があった場合

は、文書や四半期ごとのフォローアップなどで事業所における改善の取り組みを確認しています。さらに、内部監査に関する計画及び結

果についても、直接取締役会に報告しているほか、社外役員との間で内部監査に関する意見交換会を年１回以上実施しています。
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関連情報はこちら
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関連情報はこちら
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https://sfc.jp/information/sustainability/environment/tcfd-tnfd/
https://sfc.jp/information/ir/library/annual/
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住友林業は、法令に基づき各事業年度における取締役・監査役の役員報酬を開示しています。

�締
z��査
z報J等zù¾ （2025年度）
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¿Q酬�

［取締役の報酬等］

基本方針

住友林業の取締役の報酬等は、以下の方針に基づき制度設計しています。

報酬水準

役員報酬の客観性、適正性を確保する観点から、住友林業の取締役の報酬等の水準は、外部専門機関の調査による他社水準を参考

に、同規模企業群の中上位水準を志向して設定します。また、外部環境の変化等に応じて適宜見直しを行います。

報酬構成

住友林業の取締役の報酬等は、(a)責任と役割に応じた固定報酬、(b)短期インセンティブとしての年次業績連動賞与、及び(c)中長期

インセンティブとしての業績連動型譲渡制限付株式報酬の3種類の報酬構成とします。これにより、短期及び中長期の視点による経

営への取り組みを促し、その成果に対して適切に報いることができる仕組みとしています。なお、独立した立場で経営の監督機能を

担い、業務執行を担う立場にない社外取締役の報酬構成については、固定報酬のみとしています。

それぞれの報酬の種類の具体的な内容の概要については、以下のa．～c．の通りです。
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関連情報はこちら

&FËQQ
�

短期業績だけでなく、中長期的な業績・企業価値向上と連動性の高い制度とする。(a)

ESGと一体化した経営を推進する中で、新たに創出・提供する価値と連動した制度とする。(b)

住友林業の株主価値との連動を意識した制度とする。(c)

長期ビジョン達成に必要な人財を確保・維持できる報酬水準とする。(d)

報酬決定プロセスにおける、透明性・客観性を担保する制度とする。(e)

https://sfc.jp/information/ir/library/report/pdf/y38_04d.pdf
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固定報酬a.

住友林業は取締役の役位別に、その責任と役割に応じて固定報酬の額を決定します。固定報酬は例月報酬とし、毎月一定期日

に固定金額を定めて現金支給します。

(a)

社外取締役の報酬は、固定報酬としての例月報酬のみで構成し、報酬額はその責任と役割に応じて決定します。(b)

年次業績連動賞与b.

年次業績連動賞与の支給額は、役位別に定める標準賞与額に、各事業年度の基準利益（対象となる決算期における連結経常利

益から退職給付会計に係る数理計算上の差異、及び非支配株主に帰属する当期純利益を除いた額）に比例して変動する支給率

（下限0％～上限180％）を乗じて算出した金額を前提とし、総合的に判断して決定します。

(a)

住友林業は、退職給付会計に係る数理計算上の差異について単年度で一括して償却する方式を採用しているため、期末の株価

変動、金利情勢等により当該数理計算上の差異が大きく変動した場合、業績に与える影響が大きいという特徴があります。そ

のため、退職給付会計に係る数理計算上の差異を除いた連結経常利益を、基準利益算定に際して用います。

(b)

年次業績連動賞与の各対象取締役に対する支給については社外取締役が委員長を務め、社外役員が構成員の過半数を占める指

名・報酬諮問委員会の意見を踏まえ、取締役会で決定します。

(c)

業績連動型譲渡制限付株式報酬c.

業績連動型譲渡制限付株式報酬は、各中期経営計画の期間中(３年間)の業績を支給水準に反映させる仕組みとしており、役位

別に定める所定の標準株式報酬額が、対象期間中における、（ア）TOPIX対比の当社株式時価総額成長率に連動する部分（役

位別標準株式報酬額の1/3）と、（イ）SBT（Science Based Targets）に基づく温室効果ガス排出削減目標の達成率に連動す

る部分（役位別標準株式報酬額の2/3）とで構成されます。

業績連動型譲渡制限付株式報酬は、中長期的な株主価値向上を重視した経営を推進するため、中期経営計画期間中の企業価値

向上に対するインセンティブとして、3年間の中期経営計画最終事業年度終了後に、対象取締役に対して、中期経営計画の達成

状況に応じた譲渡制限付株式を付与する制度です。なお、中期経営計画「Mission TREEING 2030 Phase２」における対象期

間は、2025年１月１日から2027年12月31日までの３年間（以下「対象期間」といいます。）

業績連動型譲渡制限付株式報酬は、2つの指標を用いて支給額を算定する仕組みとしており、その算定式は以下の通りです。

(a)

株式時価総額成長率連動報酬

住友林業の株式時価総額成長率とTOPIX成長率を比較し、株式市場における住友林業の相対的な評価を客観的に測り、報

酬に反映することを目的としています。

　＜算定式＞ 役位別標準株式報酬額の1/3に相当する金額 × 支給率（中期経営計画期間中の住友林業株式時価総額成長

率/同期間中のTOPIX成長率）※

(ア)

支��{A}0％～Ö}140％tc�e※
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報酬構成割合

取締役の固定報酬と変動報酬の構成割合は、基準利益が1,500億円の場合に、固定：変動＝60：40となるよう制度設計しています。

具体的には、固定報酬60%、年次業績連動賞与（変動）25％、業績連動型譲渡制限付株式報酬（変動）15%となります。なお、社外

取締役の報酬は、固定報酬のみとしています。

報酬ガバナンス

取締役の個人別の報酬額等役員報酬に関する事項は、委員長を社外取締役が務め、委員の過半数を社外役員で構成する指名・報酬諮

問委員会の意見を踏まえ、取締役会で決定します。

報酬の没収等

対象取締役による非違行為等が取締役会で確認された場合、業績連動型譲渡制限付株式報酬の支給制限又は返還を求めることができ

ます。

［監査役の報酬等］

監査役の報酬は、基本報酬としての例月報酬のみで構成しています。また、役員報酬の客観性、適正性を確保する観点から、第三者

による国内企業を対象とした役員報酬調査結果を活用し、適切な報酬水準の設定を行うようにしています。
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　 サステナビリティ指標達成率連動報酬

支給率上限を100％に設定することで、住友林業がSBT（Science Based Targets※1）に基づき定めた温室効果ガス排出

削減目標※2が達成できなかった場合は、標準株式報酬額から目標達成状況に応じて支給される報酬額が減額される設計

としており、目標達成に向けて、強いインセンティブが働く仕組みとしています。

　＜算定式＞ 役位別標準株式報酬額の2/3に相当する金額 × 支給率（SBTに基づく温室効果ガス排出削減中期経営計画

目標の達成率）※3

(イ)

�×D°/�ýÔã�!��vd（COP21）wVPrF]a�、2016ñw PµckÐé¦�（R�zD>Ö«��Æ革Ù¼��2℃�十
wAx�水swWT、�k1.5℃wWT�_

t�目®e�z）X���水st^�ck、5ñ～15ñ��目·ñtcr-ÆX��e�、>ðµQ«¸�cgu目·z_tse

※1

;Î>�z>ðµQ«¸�cgu目·（Scope�＋�）{、|�z2021ñ_tz比¶s▲31.4％t��rP�e※2

支��{A}0％～Ö}100％tc�e※3

各対象取締役への株式報酬額は、対象期間終了後に、各評価指標実績値を基に対象期間中の株式報酬累計額を算出し、指名・

報酬諮問委員会の意見を踏まえ、取締役会において決定します。

(b)

関連情報はこちら

SBT（Science Based Targets）zn�

https://sfc.jp/information/sustainability/environment/climate-change/climate-initiative.html#anc12
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政策;&株式について

住友林業コーポレートガバナンス基本方針の第5条において、以下のとおり政策保有株式について定めています。

1．当社は、取引先との長期的・安定的な取引関係の維持・強化及び関係強化による当社事業の拡大等の観点から、当社の中長期的な企

業価値の向上に資すると判断した場合、取引先等の株式を取得及び保有する。

2．当社は、前項に基づき保有する株式（政策保有株式）に関し、定期的に、取締役会において、保有に伴う便益・リスクと資本コスト

との関連性を分析するなど、当社の企業価値向上に繋がるかを検証し、これを反映した保有のねらい・合理性の確認を行うこととし、

保有の合理性・必要性等を確認できないと判断した場合は、当該政策保有株式の縮減を行う。

3．政策保有株式の議決権行使にあたっては、議決権行使基準をもとに、当社の企業価値向上の観点から総合的に判断し、適切に議決権

を行使する。
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関連情報はこちら

N ªÆ²ーÜëーÇ«ÏÉò¸2�方�

https://sfc.jp/information/company/pdf/corporate_governance_guildline.pdf
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リスクマネジメント

住友林業では、グループ全体のリスクマネジメント体制を強化するために、「リスク管理規程」を制定し、住友林業の執行役員社長を

住友林業グループのリスク管理最高責任者、各本部の担当執行役員をリスク管理責任者、主管者をリスク管理推進者に選任していま

す。同規程においては、環境・社会・ガバナンス面のリスクを包括的に対象としています。

リスク管理委員会は、執行役員社長を委員長とし、各本部の本部長及び管理担当部長、ならびに経営企画部、人事部、法務部、ITソリ

ューション部、サステナビリティ推進部の各主管者及び委員長が指名する者を委員としています。当委員会は四半期に1回開催され、各

本部から抽出されたリスク内容の分析、評価を行ったうえで重点管理リスクを選定し、特に重要度の高い重点管理リスクの対応進]に

ついて優先的にモニタリングを行っています。この委員会の配下には、コンプライアンス小委員会及び事業継続マネジメント（BCM）

小委員会を設置し、グループ横断的なリスクと位置づけるコンプライアンスリスク及び事業中断リスクについて、対応の実効性を高め

るための活動を展開しています。また、毎月の執行役員会において顕在化したリスク事例の共有を行っています。これらの活動内容は取

締役会に報告・答申しています。2025年度は、リスク管理委員会を4回、コンプライアンス小委員会を2回、BCM小委員会を2回開催

し、取締役会への報告を4回実施しました。

また、内部監査室は、各部門及びグループ会社への内部監査を通じてリスク管理状況を確認し、その監査結果を取締役会へ報告してい

ます。

N ªÆ¯ê�Özé¸®�v9W.
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ガバナンス

リスク�v体制
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「住友林業グループ倫理規範」に記載される環境・社会・ガバナンス面におけるリスク、新興リスクへの対応については、実効性を高

めるための具体的な活動を展開しています。例えば気候変動や自然関連課題については、国際的動向や各部の事業状況に鑑み、企業及

び部門レベルで重大な財務影響を与えると考えられるリスクと機会を評価しています。2019年度以降、各事業部が連携してTCFDに基づ

くシナリオ分析やTNFDに基づくLEAP分析を実施しています。

このように中長期的に重要と判断されたリスクは、「ESG推進委員会」においても協議され、「リスク管理委員会」の活動と同様に取

締役会に報告・答申され、業務執行に反映されます。

プロジェクトモニタリング�¿会

2023年にプロジェクトモニタリング委員会を設置し、新規事業案件や商品開発等の案件に関するあらゆるリスクについて、プロジェク

ト実施の社内承認から事業開始までの期間、モニタリングしています。対象案件担当部門は、案件の進]状況や可能性のあるリスクに

ついて、プロジェクトモニタリング委員会に報告し、各メンバーはそのリスクの評価を行います。また、委員会事務局は、委員会の議

事内容を社長に報告し、社長は案件の状況により、①指示・指摘事項の担当部門へのフィードバック、②担当部門からの社長報告、③

経営会議への報告を事務局に指示する運用としています。

事業等のリスクとしては、有価証券報告書に記載のとおり、以下を認識しています。
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関連情報はこちら

²ーÜëーÇ«ÏÉò¸t

Æó�W
ÌÆ.�ÝÌ·àòÇ9W ESG4��¿v

TCFD・TNFD�z;%

事Æ�のリスク

1. 国内外の住宅・不動産市場の動向に関するリスク

2. 原材料、木材・建材等の調達・販売に関するリスク

3. 国内の建設技能労働者の減少に関するリスク

4. 法的規制等に関するリスク

5. 為替に関するリスク

6. 資金調達に関するリスク

7. 品質保証に関するリスク

8. 取引先への信用供与に関するリスク

9. 海外での事業活動に関するリスク

0. 国内外で管理・保有する森林に関するリスク

1. 重大労働災害発生に関するリスク

2. 情報セキュリティに関するリスク

3. 退職給付会計に関するリスク

4. 気候変動・自然や生物多様性の損失などをはじめとする環境に関するリスク

5. 自然災害等に関するリスク

6. 人権の侵害に関するリスク

https://sfc.jp/information/sustainability/governance/governance.html#anc2
https://sfc.jp/information/sustainability/governance/bcp.html#anc1
https://sfc.jp/information/sustainability/governance/governance.html#ancs1
https://sfc.jp/information/sustainability/environment/tcfd-tnfd/
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住友林業が直面する個別のリスクについて、具体例を3つあげて以下に詳細を報告します。

森ªの«]伐採に�×するリスク

国際的に森林の違法伐採が重要な課題と認識される中、いくつかの国や地域では関係法令や規制の強化が進められています。日本にお

いても2016年5月20日に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称「クリーンウッド法」）」が公布され、2017年

5月20日に施行されました。2023年5月8日には「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律の一部を改正する法律」（通称

「改正クリーンウッド法」）が成立し、2025年4月1日から施行されました。合法伐採木材の利用推進に対応していくことは、社会の要

請に応えるだけでなく、住友林業グループが持続可能な事業発展を継続していくうえで大変重要なことです。住友林業グループが登録し

た部署・関係各社は、毎年国が認定する各登録実施機関に対して実績報告を行っています。また、調達木材・木材製品の合法性に加

え、近年では木材を生み出す森林の持続可能性が注目されるようになりました。天然林の森林でない土地（オイルパーム農園）への転

換に伴って生じる木材は「転換材」と呼ばれています。これまでオイルパーム、大豆、ゴム、畜牛などコモディティの側から語られるこ

とが多かった森林の土地転換ですが、今や転換材は森林業界に持続可能性のリスクをもたらしています。

N ªÆ¯êーÖ�z影¿

住友林業グループが注意義務を怠って違法伐採木材を取り扱った場合は、木質資源を取り扱う住友林業の事業そのものを脅かす可能性

があります。またそれだけではなく、企業イメージを損ね、損害賠償や売上高などの業績に直接的なダメージを与える可能性がありま

す。

é¸®�z;%

住友林業グループでは、日本国内の法整備に先駆け、再生可能な資源である「木」を活かした事業活動を通じて持続可能な社会の実現

に貢献するために、2005年に「木材調達理念・方針」を定め、2015年には木材以外の建築資材、製品原材料や商品の調達を含めた「住

友林業グループ調達方針」に改訂しました。さらに2018年より「木材調達管理規程」「木材調達デューディリジェンス（DD）マニュア

ル」を策定するなど責任ある木材調達活動を実施してきました。2019年にはより持続可能な森林からの木材調達を推進するために、木

材調達委員会を活用したデューディリジェンスの強化や持続可能な森林・木材の普及のためのアクションなどを軸とした、「アクショ

ンプラン」を策定し、運用を継続しています。
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関連情報はこちら
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関連情報はこちら
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関連情報はこちら
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https://sfc.jp/information/ir/library/report/
https://sfc.jp/information/sustainability/governance/compliance.html
https://sfc.jp/information/sustainability/governance/bcp.html
https://sfc.jp/information/sustainability/social/supply-chain/distribution.html#anc6
https://sfc.jp/information/sustainability/social/supply-chain/
https://sfc.jp/information/sustainability/social/supply-chain/distribution.html
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()(プロトコル改#に伴うリスク���森ªの炭素除�へのé識

森林セクターは現在、光合成によって大気から二酸化炭素を除去できる唯一のセクターであり、樹木は炭素を貯蔵します。 しかし、

IPCCへの国家排出インベントリ報告書とは異なり、企業の炭素会計には、土地セクターからの炭素除去や生物起源産物の貯蔵は含まれ

ていません。

「自然を基盤とした解決策（NbS）」と「自然気候ソリューション（NCS）」は今や緩和という点において大きく注目されています。

企業の炭素会計の事実上のスタンダードであるGHGプロトコルは、「世界資源研究所（WRI）」と「持続可能な開発のための世界経済

人会議（WBCSD）」が共同開発したものであり、2026年1月30日には、土地利用、土地利用変化、自然（生物起源）の炭素除去に対す

る炭素会計への強い要望を反映し、Land Sector and Removals Standard（土地セクター・炭素除去基準）が公表されました。

比較的扱いやすいインベントリー会計プロトコルで炭素除去量を報告できることが、土地セクターの企業にとって必要不可欠であり、

それがかなわなければ、森林セクターへの投資資金流入が妨げられる可能性があります。

N ªÆ¯êーÖ�z影¿

2023年、住友林業は初めてとなる森林ファンドを立ち上げ、排出削減困難なセクターに対し将来の炭素クレジットを提供。 長期ビジョ

ン「Mission TREEING 2030」では、森林管理面積を2021年度の28万ヘクタールから2030年までに100万ヘクタールに拡大する目標を

掲げています。 セクター全体にとっても、当社にとっても、森林の炭素除去や生物起源炭素貯留が扱いやすい会計プロトコルによって

認識されなければ、森林セクターへの投資資金流入の妨げとなりえます。

また住友林業は、日本、米国、豪州で、木造戸建住宅に加え、木造の中・大規模建築を推進しています。 木材というバイオマテリアル

に建材を置き換えることは、脱炭素社会への有効な移行策として認識されています。バイオマテリアルの炭素吸収効果を可視化すること

が重要であり、世界的に認められる会計プロトコルが、この課題を大きく前進させるでしょう。

é¸®�z;%

住友林業はWBCSDのForest Solutions Group（FSG）や、CDPジャパンクラブを通じて、政策活動をより積極的に行っています。ま

た、2023年12月に新たに設立された国際持続可能な林業連合（International Sustainable Forestry Coalition）にも参画し、セクター間

の連携を強化しています。

住友林業は、2022年9月から2023年2月までのパイロットテストに参加し、フィードバックも行いました。 森林吸収による炭素除去

は、脱炭素社会への移行に不可欠な、現在利用可能な唯一の解決策（及びNbS）です。
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新たな&4(情Q開示aÍ化に�するリスク

2023年6月、「国際サステナビリティ基準審議会（ ISSB）」は企業に向けたサステナビリティ関連（ IFRS-S1）と気候関連

（IFRS－S2）財務情報開示（ISSB Standards）の要求事項を規定する基準を公表しました。新基準はほかの様々なサステナビリティ報

告枠組みの要求事項を統合しており、各規制当局によってこれに沿った開示が義務化されます。国際的に統一された開示基準によりサ

ステナビリティ報告が行えることは長期的にみれば企業にとってコスト削減効果がある一方で、移行期において新たな義務化への対応

は、各国で異なる解釈と時間軸にて行われるため、企業にとってリスクとなり得ます。

日本においては、「サステナビリティ基準委員会（SSBJ）」が、ISSB基準と整合させることを基本的な方針として開発したSSBJ基準を

2025年3月に公表しました。2025年７月には、金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グルー

プ」において、時価総額の大きな東証プライム市場上場企業から順次、2027年3月期より、SSBJ基準に準拠した有価証券報告書の作成

を義務づける方針が示されました。これを受け、同年11～12月にかけて、金融庁が必要な制度整備を行うためのパブリックコメントを

実施しました。住友林業は、東証プライム市場に上場しており、金融庁の規制に従う必要があります。このような状況の日本に加え、

当社グループは約30ヵ国において事業を展開し、調達及び販売を行っており、それぞれの国々の決定事項は当社グループに影響を及ぼ

します。サステナビリティ情報開示の要求の流れは、当社のM&Aを通した海外事業展開の急成長と時期が一致しており、特に社会的側

面の非財務情報・指標の収集や管理はグループの重大な課題です。

N ªÆ¯êーÖ�z影¿

当社では既にスコープ3の開示を行い、更新していますが、ISSBによる開示要求の中には時間を要しコストがかかる項目が含まれていま

す。例えば、財務報告との同時報告、財務報告とリンクしたサステナビリティ関連リスクと機会の関連情報、より広範な第三者保証取

得などがあげられます。EUDRが既に成立し、またIFRSがサプライチェーンにおける生物多様性、人権、人財育成など開示情報の拡大

を意図していることから、森林由来製品を使用した事業を展開している当社グループが緩和すべきリスク事項のインパクトは強まるもの

と考えられます。開示要件を満たさなかったり、誤った情報を開示したりすれば、当社のブランドイメージや市場へのアクセスが危険

にさらされ、資金調達が危うくなります。

é¸®�z;%

住友林業グループは2012年よりサステナビリティ実態調査を実施し、非財務情報を収集、各グループ会社のサステナビリティに対する

準備態勢を見直し、リスクを軽減するために必要な措置の検討などを行っています。こうした取り組みを踏まえ、2024年6月に、経営企

画部、財務部、サステナビリティ推進部からなるタスクフォース・チームを発足させ、SSBJ基準に対応できるよう、次期中期経営計画

サステナビリティ編に必要な施策を盛り込みました。 タスクフォースはまた、社会全体、特に中小企業にとって予測される課題につい

て、関係当局と意見交換をしています。

住友林業では、新規事業やプロジェクトの計画にあたり、取締役会及び社長の諮問機関である経営会議で審議する案件について、次の

項目について、サプライチェーン全体を視野にリスクチェックを行っています。その結果、リスクが認識される場合は、そのリスクの

内容と対策を報告し、実行の判断の参考としています。また、これらの会議では審議されない、各事業本部や各関係会社の権限で実行

できる新規事業やプロジェクトについても、同様のリスクチェックを励行するようにしています。2025年度は9件の新規事業やプロジェ

クトが審議されました。なお、温室効果ガス（GHG）に関しては、GHGの排出に起因する将来のコスト増のリスクに備えるとともに、

当社がコミットするSBT目標の達成を目的として、インターナルカーボンプライシング（ICP）を導入しました。リスクチェックにおい

ても、想定されるGHG排出量、ならびに炭素価格を乗じた想定コストの項目を追加し、将来的に当社グループが負担する可能性のある

コストを明示することで経営判断の参考とする運用を行っています。
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住宅・不�産開発におけるリスクの把vと評価

住宅・不動産の開発にあたっては、その土地固有の地質的及び地理的なリスクを適切に把握することが重要です。住友林業グループで

は、開発の検討段階から綿密な調査を実施するとともに、多段階のチェックにより問題がないことを確認したうえで事業実施の判断を

行う体制を整備しています。

例えば海外における開発においては、開発地の選定後、外部の調査会社に地盤調査や環境調査を委託することで、客観的な視点でリス

クを把握しています。また、現地関係会社の視点だけではなく、一定規模以上の案件に関しては住友林業本社による案件の精査、サステ

ナビリティに関する独自のリスクチェック表を用いた環境・社会影響評価、住友林業本社の会議における経営層からのフィードバック

等を経ることにより、多段階かつ多角的な視点でリスク分析を行い、問題がないと判断された案件のみを実行に移しています。
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また、建設の段階においては、建設現場の労働災害のリスクが存在します。住友林業では、現地関係会社における労働安全衛生に関す

る規則の遵守や労災防止の取り組みに加え、事故発生時は住友林業本部にその内容が直ちに報告され、事態の迅速な把握と対策の立

案・指示が行える体制を築いています。

住友林業グループ役職員のリスク感度を高め、文化として定着させるために、入社時にはリスク管理とコンプライアンスに関する研修

を実施しているほか、グループの全役職員を対象に、毎年e-ラーニングを実施しており、2024年度及び2025年度には、リスク管理推進

者・リスク管理担当者を対象としたリスク管理研修を実施しました。

また、住友林業の社外取締役・社外監査役を含む役員を対象に、会社法やコーポレート・ガバナンス等に関する研修を定期的に実施し

ています。

住友林業グループでは、会社の経営に重大な影響を及ぼす恐れのある緊急事態が発生した際、通常の報告ラインに加え、リスク管理部

門を通じて経営層に情報を迅速かつ的確に伝達する「2時間ルール」報告を運用しています。これにより、迅速かつ最善の経営判断、初

動対応を講じ、損失の回避や抑制を図っているほか、報告事例を集約・蓄積し、再発防止や業務改善に役立てています。

海外拠点においても、社員がリスクアセスメントの内容をフィードバックするプロセスの事例があります。例えば、監督者が、安全管理

のためのアプリケーションを携帯電話にインストールし、リスクやインシデントが発生した場合に即座に報告できる仕組みを導入して

いる拠点や、重大事故に直結してもおかしくない一歩手前の出来事（ヒヤリ・ハット）を発見した際の提案に対する報奨金制度の運用

をしている拠点などがあります。こうした取り組みにより、社員がリスクを発見しやすい意識醸成も行っています。

また、広報部門と情報を共有し、重大な事態をステークホルダーに適時適切に開示する体制を整備しています。

�Ô�ê�êté¸®áQzË用
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関連情報はこちら
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リスクの迅速な把vと対応

https://sfc.jp/information/sustainability/governance/governance.html#anc2
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コンプライアンス

住友林業グループでは、経営理念と行動指針を踏まえたうえで、方針や規程の具体的な礎として「住友林業グループ倫理規範」を制定し

ています。これにより、住友林業グループは、グループ会社だけでなく住友林業のサプライヤーに対してもコンプライアンス、贈収賄な

どの腐敗防止、公正な取引、情報の機密性、健全な政治との関係性、人権の尊重などを求め、サプライチェーンを含むグループ全体と

して本規範に則った企業運営を行います。

住友林業グループでは、グループ横断的なコンプライアンスリスクに対応するために、「リスク管理委員会」の下部組織として、総務部

長が委員長を務め、グループ会社の主管部門も含むリスク管理担当者で構成される「コンプライアンス小委員会」を設置しています。

委員会では、建設業法をはじめとする各種法令の改正や行政の動き等について共有し、コンプライアンスリスクに対応しています。

2025年度は同委員会を2回開催しました。

また、各社のコンプライアンス体制の継続的改善のために、以下の活動を行いました。こうした取り組みにより、グループ全体のコン

プライアンス担当者のボトムアップや目線合わせを行い、危機意識を共有しています。

これらの活動は、四半期に一度、取締役会に報告・答申し、業務執行に反映させる仕組みを整備しています。また、監査役や内部監査

部門にも、毎月活動報告を行っているほか、特に重要なグループ共通の取り組みやリスク情報については、グループ監査役会を通じて

各社監査役と共有しており、業務執行ラインの内外からのアプローチによるコンプライアンス推進体制を整備しています。
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ガバナンス

2�0なæえ方

関連情報はこちら
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コンプライアンスの推進

業法3法（建設業法、建築士法、宅建業法）の遵守体制に関する一斉点検

安全運転管理体制に関する一斉点検

下請法（2026年1月以降、「取適法」）遵守体制に関する一斉点検

グループ各社特有の行政手続きや法令要求事項への対応状況の一斉点検

法改正情報のアラート配信

取引適正化に向けた取り組み事項の共有（労務費やエネルギー価格等の上昇分の取引価格への転嫁促進、サプライチェーン全体の取引適正化など）

https://sfc.jp/information/company/keiei_rinen/rinri_kihan/
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さらに、サプライヤーと協力して、「住友林業グループ調達方針」に基づき木材の合法性確認に加え人権、労働慣行及び生物多様性保

全や地域社会への配慮を含む持続可能な木材調達活動を行うことを通してサプライチェーンにおけるコンプライアンスリスクに対応し

ています。木材建材事業本部、住宅事業本部及び関係会社の木材及び木材製品調達部門の調達責任者で構成する「木材調達委員会」

（委員長：コーポレート本部長）では、木材の調達基準や違法伐採のリスク評価など、グループ全体の木材調達に関する審議を毎年4回

実施しています。サプライヤーのコンプライアンス意識の状況把握を含む「サステナビリティ調達調査」の回答結果や現地調査結果も

同委員会で報告され、課題のあるサプライヤーに対しては是正要請等を実施しています。また、リスク評価においては、年に一度、各伐

採国のリスク区分を国際NGOの腐敗認識指数や、FSCの国別リスクアセスメント、環境NGOによるレポートの情報などを参照し、見直

しを行っています。

住友林業グループでは、コンプライアンスの重要性の理解と遵守意識の醸成を図るために、入社時に法令・社内制度を含むコンプライ

アンス研修を実施しています。2025年度は新卒採用者616名、キャリア採用者（単体）163名に研修を実施しました。さらに、新任主管

者研修など階層別の集合研修でもコンプライアンス教育を実施しています。

また、e-ラーニングでは「リスク管理・コンプライアンス」、「情報セキュリティ」、ハラスメントなどに関する内容を含む「仕事と

人権」といった講座を必修講座に定め、派遣社員・アルバイトを含む国内グループ社員全員が毎年受講することを義務づけています。

2025年度は15,387名（単体7,047名、グループ8,340名）が受講しました。

社員に対するコンプライアンス意識調査などで把握した課題や、リスクが顕在化した事例の再発防止策などを、翌年度の研修に反映さ

せ、コンプライアンス意識の浸透と定着、企業価値の向上を目指しています 。

住友林業グループでは、日常の業務に潜んでいる不正の芽を早期に摘みとるための自浄機能を備えた職場環境づくりに取り組んでいま

す。コンプライアンス違反を報告する機能として2002年からコンプライアンス・カウンター（相談窓口）を設置しています。さらに、

住友林業グループがグローバルに事業展開している現状に鑑み、2019年10月から海外の主要グループ会社に対しても共通の内部通報窓

口を設置しました。受付窓口には多言語対応が可能な外部業者を利用しており、英語・中国語・インドネシア語・ベトナム語・タイ語

での通報が可能となっています。

2025年度は、不正行為が疑われる事案やハラスメントなど23件の相談が寄せられました。
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コンプライアンス・カウンターには、社内（総務部長）・社外（顧問弁護士）の2つの窓口を設け、電話や専用のメールアドレスにて相

談・通報を受けつけています。相談・通報者の権利保護を関連規程等に明記しイントラネットにて公開するとともに、通報窓口連絡先

（社内・社外）を記載したカードを、グループ会社を含む全社員に配布するなど、窓口を利用しやすい環境づくりに努めています。

通報が寄せられた際には慎重に調査を実施し、コンプライアンス違反などの事実が確認された場合は必要な是正措置を講じています。

コンプライアンス・カウンターの運用実績は四半期ごとに取締役会に報告しているほか、通報事例をモデルケース化して、必要に応じて

研修等で用いることで再発防止につなげています。

²òÖè£¡ò¸�ª¥ò¾�z�Ô�

住友林業グループでは、内部監査において各事業所のコンプライアンスに係る事項を監査し、問題がある場合は是正または改善を指導

してフォローアップを行っています。
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コンプライアンスに�する�査

関連情報はこちら
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住友林業グループでは、国内外を問わず法令違反となる贈収賄行為を未然に防止することを目的に、贈収賄防止規程の制定を進めてい

ます。同規程においては、ファシリテーション・ペイメント（通常の行政サービスの円滑化のための少額支払い）への注意や政治献金

などの寄付についての条件・事前決裁を基本原則としたうえで、公務員等に対する金品その他の利益の供与の申し出、約束、実施、ま

たはそれらの承認をしない旨を定めています。また、海外連結子会社においては、贈収賄防止に資するよう、「コミッション（販売手

数料）チェックリスト」などの共通ツールの導入を進めています。引き続き、贈収賄防止の取り組み状況に関するヒアリングや研修を

実施し、リスクの把握とグループ社員への教育に取り組んでいきます。

上記のほか、委託業者や代理店等の新規起用、契約更新に際しては、当該委託先等が贈収賄行為をする恐れのないことを適切に確認す

るとともに、他社との合弁にあたっては、汚職状況を含むデュー・ディリジェンスを適切に実施しています。

住友林業グループは、「独占禁止法ガイドブック」を発行し、社内イントラネット掲載やe-ラーニングなどを通じて、独占禁止法の趣

旨・概要、競合他社との接触によるカルテルリスク、公正な競争を推進するための心構えなどを周知しています。また、下請法（2026

年1月以降、「取適法」）の遵守体制一斉点検を行い、サプライチェーン全体での価値創造と共存共栄に向け、取引先とのパートナーシ

ップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に取り組んでいます。

住友林業グループでは、健全な政治との関係を維持するために、「住友林業グループ倫理規範」において、「法令に基づき、健全で透

明性のある政治との関係を維持します」と定めています。また、国内外グループ会社の社員一人ひとりに配布している「住友林業グルー

プ倫理規範ガイドブック」において、政治献金については、「原則、担当部門のみが関係法令や社内規則に則って行う」こと、「やむ

を得ず行う場合は、十分な事前協議を担当部門と行う」ことを明記しています。

住友林業グループでは、インサイダー取引を未然に防止するために、金融商品取引法その他関連法規を遵守しています。また、インサイ

ダー取引防止規程により、役職員によるインサイダー取引の未然防止手続き、情報の管理・開示方法の明確化等を図り、証券市場にお

ける住友林業の社会的信用の維持・向上を図っています。さらに、日常的にインサイダー情報に触れる可能性のある役職員が住友林業

の株式の売買等を行う場合、住友林業総務部長への事前確認を必須とする制度を設け、適切に運用しています。加えて、原則として

年2回、インサイダー取引防止に関する注意喚起を役職員向けに通知しているほか、「インサイダー取引防止マニュアル」を発行し、社

内WEBサイトを通じて周知徹底を図っています。
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住友林業グループは、反社会的勢力に対しては、妥協を許さず、毅然とした態度で対応することをグループの基本方針として倫理規範に

定めています。総務部を対応統括部署として、警察、弁護士などの外部専門機関と連携して組織的に対応することとし、反社会的勢力に

関する情報を収集し、必要に応じて注意喚起の指導を行っています。また、各都道府県の暴力団排除条例施行に伴い、住友林業グルー

プ各社が第三者と締結する契約書に、反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むことを定型化するなど、適切な対応を行っています。

また、既に契約書を締結している取引先も含め、全ての取引先との間で、当該取引先だけでなく、その親会社・子会社・下請先などに

ついても反社会的勢力でないことの表明保証の取りつけを行っています。

住友林業グループでは、交通事故・違反のリスクに対応するために、安全運転管理体制のグループ標準化を推進しています。

具体的には、交通事故・行政処分報告書の提出義務づけ、運転記録証明書※の取得、運転者及び車両に関する基本情報を一元管理する

「安全運転管理システム」の導入など、10項目の共通取組事項を定め、法定業務の履行や運転者の指導を適時適切に行うための体制を

整備し、毎年、体制整備状況の一斉点検を実施しています。

また、毎月の交通事故発生状況を各組織に共有し、事故発生防止対策の立案、啓発活動につなげています。

さらに、事故・違反リスクの高い社員（新卒入社社員・シニア社員・事故や違反を繰り返す社員等）に対し、それぞれの特性にあわせ

た実車研修や安全運転講習を実施するなど、年間を通して安全運転教育にも取り組んでいます。

N ªÆ¯êーÖwV]�、以Aw���²òÖè£¡ò¸違反報告件D（����年度）
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住友林業が施工した一部建物において、軒裏の45分準耐火構造の国土交通大臣認定に適合しない仕様があったことが判明し、2024年12

月に国土交通省に報告しました。
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ファシリテーション・ペイメントを含めた贈賄行為：0

独占禁止法及び下請法に係る違反や問題発生：0

インサイダー取引に関わる違反や問題発生：0
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具体的には、2014年12月から2024年12月までに完成した45分準耐火仕様の一部の建物（930棟）において、国土交通大臣認定書に記載

されている成分の配合比率と異なる軒裏材を使用していたことが、社内調査の結果、判明しました。国土交通省ならびに特定行政庁の

指導のもと、該当のお客様への説明や、必要な調査を進めるとともに、国土交通大臣の指定を受けた第三者機関において、実際に使用

した軒裏材による性能確認の試験を軒の形態ごとに実施しています。試験により所要の性能が確認できたものについては、新たな大臣

認定を取得し、お客様及び特定行政庁への報告を順次行っています。また、性能が確認できなかったものについては、改修方法を検討

の上、それに基づいた大臣認定を取得し、順次改修工事を進めてまいります。

今回の事象を厳粛に受け止め、迅速に改修等の是正を実施するとともに、全社をあげて再発防止に努めます。

¯êーÖv�wV]��«�×法¸違反wpPr

2023年10月の日本国内グループ会社による廃掃法違反に関して、2025年7月、当該会社及び、同社に対する環境対策の管理・監督不全

を理由として別の国内グループ会社1社が、林産物買受に関する1ヶ月間の指名停止処分（2025年7月16日～8月15日）を受けました。再

発防止のため、当該会社には、本社担当者が現地踏査及び直接指導を行いました。また、今後も当社グループ全体で、年2回の自主監査

によるチェックやオンライン研修及びeラーニングなどを通じて適法な廃棄手順・廃棄物保管方法に関する意識向上を図ります。

同じく2025年７月に、ベトナムのグループ会社が環境保護法令に関連する罰則適用を受けました。具体的には、同社の工場燃焼炉から

排出される湿式灰を肥料の原材料としてリサイクル利用するため、運送会社を介して肥料会社に委託していたところ、この運送会社と肥

料会社がリサイクル事業を行う上で必要なライセンスを保有していなかったことが判明しました。今回の事案は、湿式灰を排出する事

業者の責任に係る法令解釈の齟齬が原因でしたが、当局との協議により齟齬を解消し、罰則金を支払いました。今後も、法令の理解・

確認を厳格に行うとともに、委託先のライセンス保有チェックの徹底や定期的な現地踏査の実施など、再発防止策を講じていきます。

なお、本件は当社グループにおける環境関連法規の重大な違反事例（100万円以上の罰金・罰則を伴う違反）に該当します。その他、過

去5年間における重大な違反事例はありません。
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税Í

住友林業グループの全ての役員及び社員は、法令、社会的規範及び社内規則を遵守し、高い倫理観を持って行動します。事業を進めて

いく際の基本的な考え方として定めた「住友林業グループ 倫理規範」において、正確な記録に基づく公正な会計処理及び税務処理を行

うことを明記し、国内外グループ会社の社員一人ひとりに配布しています。税務実務においても指針を整備し、社員に対する啓発などを

通じ、税務コンプライアンスの維持・向上に努めています。

また、住友林業グループの9つの重要課題の一つに「強靭な事業体制の構築」を掲げ、税務を含む事業戦略とサステナビリティ戦略の連

動を図っています。

税務はグループ財務機能の一部であり、財務責任者である担当役員が責任を担っています。住友林業の経営企画部が税務に関する業務

を管理し、専門の知識を有する税務担当社員を配置しています。国内外の税金の支払い状況や税務調査の状況を適時に把握し、適切な

対応を図るとともに、それらの情報及びグループの税務課題等について速やかに担当役員に報告を行っています。

また、グループ全体を統括するリスク管理委員会において、税務を含むコンプライアンス・企業倫理に関連するリスクを「重点管理リ

スク」として、管理・モニタリングを実施しています。

税務リスクが高いと想定される取り引きについては、十分な事前検討を行う体制を整備し、必要に応じて税務専門家に対して助言・指

導などを依頼し、税務リスクの低減に努めています。税負担の軽減措置は適切かつ効果的に利用し、税負担の適正化に努めています

が、法令等の趣旨を逸脱する解釈・適用による節税は行っていません。

住友林業グループは、OECD（経済協力開発機構）によるBEPS（Base Erosion Profit Shifting：税源浸食と利益移転）プロジェクト等

の国際的取り組みが、税の透明性確保や国際的な租税回避を防止するために重要であると理解しています。BEPSプロジェクト等の趣旨

を踏まえ、各国の税務関連法令に従った移転価格文書の整備に努めています。また、タックスヘイブンを租税回避目的で使用しませ

ん。
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住友林業グループは税務当局との良好なコミュニケーションを維持するよう努め、誠意を持って真wかつ事実に基づく説明・対応を行

っています。問題点の指摘などを受けた場合には、税務当局の措置・見解に対する異議申し立て・訴訟等を行う場合を除き、直ちに問

題点の原因を解明し、適切な是正及び改善措置を講じ、再発を防止しています。
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事Æ.続マネジメント

住友林業グループでは、自然災害や感染症など、企業の努力では発生の防止が極めて困難かつ本社機能へ重大な影響を及ぼしかねない

事業中断リスクに対応するために、「事業継続マネジメント（BCM）小委員会」を設置し、事業継続マネジメント（BCM）体制の周知

や強化及び事業継続計画（BCP）の策定、見直し・改善、計画に基づく訓練などを実施しています。

2025年度は、「BCM小委員会」を2回開催し、グループ各社の事業継続体制の整備状況の点検や、点検結果を踏まえた今後の体制整備

の促進を図りました。

住友林業は、2021年7月に、事業継続及び社会貢献に積極的に取り組んでいる事業者に与えら

れる「レジリエンス認証（国土強靭化貢献団体認証）」※を取得しました。 2019年に「BCM規

程」を策定し、BCM体制の見直しと改善に取り組んできました。 また、東日本大震災以降、

所属する一般社団法人日本木造住宅産業協会を通じて日本各地の自治体と防災・減災等に関す

る協定を結び、安心・安全なまちづくりに加えて、地域活性化、社会課題解決に取り組んだこ

とが評価されました。継続的な取り組みが評価され、2023年7月に続き2025年7月に本認証の

更新に至っています。 今後も、大規模災害やパンデミックによる事業の中断・復旧に伴う影響

を最小化するために、レジリエンスを高める取り組みを加速させます。

住友林業グループでは、緊急事態発⽣時の対応原則として、社員及びその家族の安全確保を最優先事項に掲げています。このため、各

組織における緊急連絡体制を整備するとともに、災害に連動して⾃動発信される安否確認システムを国内グループ各社に導⼊していま

す。毎年、国内グループ各社にて安否確認訓練を実施しており、2025年は計18,050名が参加しました。

また、海外駐在員の安全確保のために、2019年から海外駐在員向けの安否確認システムを導⼊し、駐在国で地震、テロ、⽕⼭噴⽕等の

緊急事態が発⽣した際には迅速に安否が確認できる体制を整備しています。
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加えて、災害発⽣後の会社からの情報発信ツールとして、社外ネットワークからもアクセス可能な危機管理ポータルサイト

（BCPortal）を運⽤しています。有事の際にも社員やその家族が様々な情報を得られる体制を構築することで、情報が⾏き届かないこ

とによる⼆次災害等の防⽌に取り組んでいます。

住友林業では、BCM規程において「本社機能が停止する可能性がある危機事象」と「多数の住宅等において居住安全性を損なうような

被害が同時に発生する可能性がある危機事象」を想定し、事業継続計画（BCP）を策定しています。当該BCPの中では、社員とその家

族の安否確認、各種支払いなど具体的な重要業務を定め、東京・大阪の2拠点において重要業務を継続できる体制の構築、緊急時の業務

遂行にも必要となる各種システムやデータの遠隔バックアップを行うなどの対策も講じています。

災害発生時における対応力強化のために、当社では「災害対策本部訓練」を実施しています。

特に2024年から大阪本社（BCM）担当執行役員を配置している大阪では首都圏直下型地震を想定し、住宅事業の顧客対応を中心とした

初動対応訓練を2025年4月、11月に実施しています。加えて、2025年12月には南海トラフ大地震を想定した訓練を東京で実施していま

す。

これらの訓練を通じて、情報共有体制の確立、災害時の意思決定プロセスの検証、災害発生後に迅速で的確な対応の実現に向けた検証

などを行っています。
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巨大地震の発生による帰宅困難者の事務所滞在及び長距離の徒歩帰宅に備え、職場ごとに最低限配備すべき共通の標準防災備蓄品を定

め、グループの全拠点に配備しています。特に、大量の帰宅困難者が発生すると想定されている大都市圏・政令指定都市の拠点において

は、3日間の職場滞在を想定した備蓄を行っています。

住宅事業においては、大災害によるサプライチェーンの寸断に備え、部材メーカーや工務店などの取引業者と施工物件の仕様や工程、

現場の進]状況などの情報を共有し、先行的な原材料の調達や製造を可能にすることで、事業中断リスクの低減に取り組んでいます。

しかしながら、2020年に世界中に拡大した新型コロナウイルス感染症により、部材調達や施工物件の遅延の事態などに至りました。

こうした事態に鑑み、部材メーカーにおいて地震等の天災や火災等の事故が発生した場合に、サプライヤーの被災状況を把握し、供給

継続に努めますが、さらに速やかで確実な状況把握のために、システム化等体制強化を検討していきます。また、そうした不測の事態に

備える意味でも同一部材の原則2社以上購買体制（同一部材の生産拠点の2ヵ所以上を含む）の構築にも取り組んでいます。

サプライチェーンの分断による調達部材の遅延の対策については、短期的な備えとして遅延の発生した資材の各サプライヤーでの在庫

の積み増し、中長期的には、単一国から他国にも生産拠点を設置する等、生産拠点の分散化によるリスク低減を図るべく、サプライヤ

ーとの協議を継続していきます。

資材などの調達先については、取引継続の判断のために毎年実施しているサプライヤー評価に、被災時の代替供給ルートの確保体制な

ど、事業継続性の項目を加えて審査しています。これらにより、今後も事業中断リスクのさらなる低減に取り組んでいきます。

東京・沖縄にコールセンターを設置し、24時間365日お住まいの補修・修理をはじめ、各種ご相談を受付しています。

また、災害で一方のセンターが被災した場合、もう一方のセンターが機能をバックアップする仕組みを構築しています。災害対策シス

テムにより各拠点の情報を一元管理することで、全国のオーナーの被災状況を共有し、災害や補修などの依頼に迅速に対応できるよう

に取り組んでいます。
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情Qセキュリティ�%9

住友林業グループは、情報、情報資産や情報システムの機密性・完全性・可用性を確保するために、運用ルール面と技術面を相互補完

させながら、情報セキュリティレベルの向上を図っています。特にお客様情報の保護については、最重要課題の一つであるとの認識の

もと、ルールの周知に向けた社員教育を継続するとともに、周知度の検証を行っています。さらに、これらの取り組みに対して継続的

な改善を実施し、常に最新の脅威に対応できる体制を維持しています。

運用ルール面では、国内グループ会社を対象としてガイドライン及びチェックリストを作成し、国内グループ各社の情報システム担当部

門の責任者が情報セキュリティレベルの確認を毎年行っています。また、海外グループ会社に対しても同レベルのガイドラインを展開し

ました。

�員á報º¬äéÅ¢ëØê­B

情報セキュリティに関する教育については、イントラネットを通じ派遣社員・アルバイトを含む国内グループ全社員が毎年受講するこ

とを義務づけています。受講効果を測るテストでの合格が修了の条件となっています。情報セキュリティ上の問題が発生した際に、社

員が電話、メール等で相談できる窓口を開設するとともに、全てのパソコンに相談窓口の連絡先電話番号を記載したシールを貼りつけ

るなど、セキュリティ上の問題発生時に迅速にエスカレーションし、適切な初期対応を行う報告フローの周知啓発に努めています。さ

らに、2025年度はガイドラインの現場での遵守状況を把握し、情報セキュリティ対策の強化につなげるために、内部監査室による情報

セキュリティ監査を住友林業32店部、国内グループ会社16社に対して実施しました。

á報º¬äéÅ¢;策­B

技術面では、社外へ持ち出すパソコンに対する起動時の「暗号化」や、パソコンからのデータの書き出しを制限する仕組みを導入して

います。

2023年度から海外グループ会社へのサポート体制を整備し、ガイドラインに沿った情報セキュリティ対策の強化を進めてきました。

2025年度も海外グループ会社各社にて情報セキュリティの当社が定める標準レベルへの引き上げに取り組みました。一部の目標未達成

の会社についても2027年度中の標準レベルへの引き上げ完了を目指して取り組んでいきます。

2025年度においては、海外関係会社でのランサムウェア攻撃や国内関係会社での標的型攻撃など、複数のセキュリティインシデントが

発生しましたが、早期検知・対応により事業への重大な影響を回避しました。これらの事案から得られた知見を活かし、検知・防御体

制の強化、インシデント対応プロセスの見直し及び社員への継続的なセキュリティ教育を実施しています。
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住友林業は、個人情報保護のために、個人情報保護方針や個人情報保護規程などの社内規程を整備しているほか、総務担当執行役員で

あるコーポレート本部長を「個人情報保護最高責任者」、各店部の長を「個人情報保護店部責任者」に任命し、各店部に「個人情報管

理統轄者」を置くなど、本社から各事業所に至る保護体制を敷いています。

また、個人情報の取り扱いに関する相談窓口として、お客様相談室内に、「個人情報相談窓口」を設置しています。さらに、各店部の

長・総務責任者などに対する集合研修、社員全員に対するe-ラーニング研修などの社員教育、ならびに業務委託先に対する意識啓発を

行い、個人情報漏えい事故の防止に努めています。e-ラーニング研修については、国内グループ各社社員も必須で受講しています。

経営ëØêsz�v9W

住友林業グループは、ITソリューション／情報セキュリティに関する統括責任者である担当役員のコーポレート本部長のもと、ITソリ

ューション部長が、規程類の策定・管理、技術的対策の立案・実施、社員に対する教育・訓練、事故発生時の調査・対策などの情報セ

キュリティ施策を推進しています。情報セキュリティに関する社会的動向及び住友林業グループの施策の実行状況について、コーポレー

ト本部長が主催し、社長、各本部長に共有する「IT戦略委員会」において定期的な報告を行い、施策指示を受けています。

現Ýsz�v9W

各部門の責任者は「情報セキュリティ推進責任者」として自部門の業務遂行を指導・管理しており、各部門に実務責任者である「情報

セキュリティ推進担当者」を配置しています。

また、住友林業の各店部情報セキュリティ推進担当者が参加する「情報セキュリティ推進担当者会議」や国内グループ会社の情報シス

テム担当部門の責任者が参加する「関係会社IT担当者会議」を定期的に開催し、ガイドラインの周知・遵守徹底や情報セキュリティシ

ステムの導入を推進しています。

さらに、リスク管理委員会において、重点管理対象項目として「外部からの攻撃等による機密情報流出リスク」等を定め、予防や影響

軽減に関する評価項目について、四半期ごとに、定期開催する委員会で共有・協議しています。2025年度は、新たに「委託先の情報セ

キュリティ強化」（サプライチェーン対策）を項目に加えて取り組んでいます。これらの活動内容は、取締役会に報告・答申し、業務

執行に反映させる仕組みを整備しています。また、2026年度は、外部環境変化の状況により新たに「ランサムウェア感染による事業停

止リスク」を定め、サイバー攻撃に際しても事業継続性を確保するように基盤強化に取り組んでいます。

加えて、同委員会配下に設置された「BCM小委員会」において、グループの横断的なIT関連の事業中断リスクへの対応について、実効

性を高めるための活動を展開しています。

なお、住友林業グループ内外の住宅 CAD業務やシステム運用、バックオフィス業務などの BPO受託事業を行う

Dalian Sumirin Information Technology Service（大連ITS）社において、ISMS※1認証（ISO/IEC 27001）を取得しました。
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アメリカの海外子会社にはITガバナンス担当者を本社部門から派遣し、情報セキュリティを含むITガバナンス管理体制の整備を進めてい

ます。

2024年度には、木材建材事業本部でサービス提供を開始した業界向け見積作成サービス(JUCORE 見積)において、ISMS※1認証

（ISO/IEC 27001）を取得しました。

昨今、多発する個人情報漏えい事故や、標的型メール攻撃など、情報セキュリティに対する脅威が増していることから、住友林業グルー

プでは、住友林業をはじめ、国内グループ各社のパソコン端末へのEDR※1（次世代セキュリティソフト）の導入を行い、業務システム

基盤へのEDRの導入を展開するなど、引き続き情報セキュリティ強化に対する投資を行っています。インターネットからアクセス可能

なシステム基盤については、年1回以上疑似攻撃手法による情報セキュリティ診断を実施するとともに脆弱性を常時監視するASMサービ

ス※2を導入し、脆弱性対策を強化しています。併せて、国内全社員に対し、年2回以上標的型メール攻撃訓練を実施しています。

$4*35発足

2022年10月にCSIRT※1を発足し、セキュリティインシデント防止のための監視や、発生時に適切な対応を実施する組織を整備しまし

た。また、2023年11月に一般社団法人日本シーサート協議会（NCA）に加盟しました。2025年度はNCA主催の「NCO/NCA連携演習」

※2に参加しました。今後も引き続き、インシデント対応能力の向上、情報セキュリティリスクの軽減、情報共有と連携の促進を図って

いきます。

住友林業グループでは、「Mission TREEING 2030」の事業方針の一つである「変革と新たな価値創造への挑戦」において、デジタル、

イノベーションをキーワードとしており、DX推進を長期ビジョン達成に向けた重要な取り組みと位置づけています。

住友林業のITやDXに関する方針、注力分野を対外的に発信するとともに、DX推進事例や得られた知見を公開し、お客様やパートナー企

業をはじめとするステークホルダーとの対話を促進することで、DXに関する情報共有と相互理解を深めていくために、DX特設サイトを

開設しています。
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関連情報はこちら

é¸®�v9W

情Qセキュリティ­化の取り組み

Endpoint Detection and Responsez�。åーµーXq用e�Ð¼²ò�´ーÏー（§òÈÜ£òÇ）wV]�Ó�v���\�c、'�v;%�支�e�º¬äéÅ¢¼éäー¶æòz_t※1

Attack Surface Managementz�。Ôôz�óW�£ò¾ーÌÂÇ-,s¡®º¸IÿvITÇ���vc、i��w#We�v�[vuzé¸®�.�0w�ve���Ô�z_t※2

Computer Security Incident Response Teamz�。º¬äéÅ¢ÖzþUtcr�T���ÌÎsN�£ò¶ÆòÇXP生ckUw;%e��門Àーß※1

「NCO/NCA×%�?」t{、�M´£Ïー�Êð（NCO）X¤ñö²crP�「15zXP£òÔèÌÆ	」¹]zÀ
	一斉´£Ïー;Ö�?�、NCAv¿¹]w��e�;Ö�?z_t。NCO

t×%crö²a��_z�?{、XP£òÔèz´£Ïーº¬äéÅ¢;n­B�目0tcrP�

※2

%9の推進

関連情報はこちら

N ªÆDX´£Ç

https://sfc.jp/information/sustainability/governance/risk.html#anc1
https://sfc.jp/information/dx/
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木材建材事Æ本部2õ刷�、Æー¾Ë用2盤z導入

木材建材事業本部の基幹システムを従来の業務にあわせたシステム提供から、標準化されたシステムに業務をあわせるFit to Standard

の考えに基づき刷新しました。同時に事業活動に関する全てのデータを蓄積、多様な分析軸で分析可能とするデータ活用基盤も導入し

ました。

これらの取り組みにより、経営層から現場に至るまでデータドリブンな事業運営を行い、事業判断のスピードと透明性の向上を目指し

ます。

%9人財z育\

2025年度よりDX人財像の定義に基づき人財を育成するDX研修基礎編を開始し、通期で約80名が参加しました。

《DX人財像》

%9-m4�人財：デジタル技術を活用し、新規事業の創出や既存事業の変革、業務の高度化・効率化を推進

Æー¾Ë用人財：データ活用戦略の具体化・実現や、AIやデータサイエンス領域の知見を活かしデータを適切に分析・可視化

2026年度以降も基礎編を継続するとともに、より高度で実践的な場として、実践編・応用編の整備を進め、事業部門主導のDX推進を実

現していきます。

市民�発z4�

2024年度より、非IT業務に従事する社員自身が業務を自ら自動化・効率化するRPA※1市民開発を国内関係会社にも順次拡大していま

す。

IT部門が主催するハンズオン研修に2025年度までで累計263名が参加、合計約37,000時間/年が社員自身の手により削減され、業務改革

の風土が着実に広がりつつあります。

2026年度以降は研修参加者を増やす取り組みを継続しつつ、削減効果の最大化に向けた取り組みを推進していきます。

生\"*za�v�Æ務Ë用

生成AI分野では、グループ社員が利用可能な生成AI基盤「住友林業AIプラットフォーム」を構築し、運用しています。

外部から独立したクローズドなプラットフォームであり外部のAIサービスには入力できないような社内情報を用いることを可能とし、

テキスト入力だけでなく画像やExcelなどのファイル入力による分析など活用の幅を広げています。

また、予めファイルを登録しておくことでそのファイルの内容に基づいた回答を生成する機能（RAG※1）を追加、社内ナレッジ活用に

よるさらなる業務効率化を推進しています。
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知0財産�v

特許権や商標権等の知的財産権の適切な保全及び活用が事業競争力に大きな影響を与え、また、知的財産権侵害等の不法行為が企業経

営の重大なリスクの一つとなっています。住友林業グループは、事業競争力の維持・向上のために、事業の特性に応じて知的財産を保

全し、あるいは必要に応じて他者の知的財産に適切に対処するなど、知的財産権の適正な管理に努めています。

住友林業は、知的財産の管理部署として「法務部知的財産室」を設置しており、弁理士資格を持つ社員も在籍しています。法務部知的財

産室では、会社の業績向上に資する目的から、社員を対象とした知的財産に関する知識・行動の教育、知的財産権の侵害・被侵害に関

する法律相談、知的財産に関する各種契約締結の支援、研究所・事業部門において創出された知的財産の出願・権利保全などの支援を

行っています。

コンプライアンス及び知的財産リスクのマネジメントの観点から、知的財産の取り扱いに関する正しい知識や基本行動を体系的に身に

つけてもらうことを目的に、対象部門や内容を整理した体系的なプログラムに基づいて知的財産教育を実施しています。2025年度は、

研究所、事業部⾨及び関係会社における研究開発・営業企画・広告宣伝・カタログ製作の担当者及び管理職を対象に、他者の知的財産

権の侵害防⽌というコンプライアンス面に重点を置いた知的財産研修を4回実施し、知的財産リスクのマネジメントの徹底を図りまし

た。

また、住友林業グループ社員全員が利用可能なeラーニングサイトにおいても、コンプライアンス面に重点を置いた知的財産に関する講

座を掲載し、社員が常に受講可能な環境を整えています。本講座は、必須受講講座として、住友林業グループ社員全員が毎年受講するこ

とになっています。
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責æあるÆ告・宣G

住友林業グループでは、「住友林業グループ倫理規範」に則り、著作権法、商標法、宅地建物取引業法、景品表示法などの関連法規遵

守はもちろんのこと、様々なステークホルダーの視点を考慮し誤解や不快感を起こさない、正確で節度ある広告・宣伝を行っていま

す。

住友林業は、法律・基準・規範遵守を徹底するために、コーポレート・コミュニケーション部、法務部が連携して、必要に応じて広告

の内容を確認・検証できる体制を整えています。

住友林業では、2025年度広告宣伝における各種法令への違反はありませんでした。また、関係部署と国内グループ会社の広告担当者を

委員とする「ブランドコミュニケーション委員会」を隔月開催し、違反防止を含めた勉強会を行い、知識向上に努めています。これら

の取り組みを通じて事前確認を徹底し、不確実な情報発信により誤解を招くことのないよう努めています。

2025年度においては、「ブランドコミュニケーション委員会」の中で、著作権法、肖像権、景

品表示法、不正競争防止法、商標法に関する勉強会を開催し、広告物を制作する部門の責任者

及び実務担当者に対して広告・表示に関連する法律の内容把握、発生しやすい違反などについ

て注意喚起を行いました。

また、別途、四半期に一度WEB意見交換会を開催。WEBサイト管理のためのガイドラインを作

成し、関係部署と国内グループ各社のWEBサイト担当者に対して、個人情報の取り扱いなど、

情報セキュリティ面についての説明・指導も行いました。

ブランドコミュニケーション委員会

²ーÜëーÇ«ÏÉò¸ - é¸®ÝÌ·àòÇ - ²òÖè£¡ò¸ - uÍ - ÌÆ.�ÝÌ·àòÇ - áQº¬äéÅ¢/DX - �0Z��v - �æN�Æ
��G -

×��ptIRË�

ガバナンス

2�0なæえ方

]~・2準・L範の遵守の体制

社Æリテラシー¹上の取り組み



サステナビリティレポート2026 〈412〉
トップ

コミットメント

サステナビリティ

経営

事業とESGへの

取り組み
環境 社会 ガバナンス その他

株主�pと*3活�

近年、機関投資家による企業評価のあり方が見直されています。その中で重視されているのが、エンゲージメント（目的を持った対話）

です。企業価値向上に向けた戦略や取り組みについて、企業と株主・投資家との対話機会が増えています。日本国内でも、日本版スチュ

ワードシップ・コードの制定以降、より幅広くエンゲージメントを推進する動きが広がっています。

住友林業グループも、企業価値への適切な評価や市場からの信頼獲得という観点から、エンゲージメントを重要視しています。非財務面

も含めた幅広い情報を迅速かつ透明性を持って開示することで、経営方針や事業計画への理解を得ながら、重要なステークホルダーで

ある投資家の意見や要望を経営陣に適時フィードバックし、持続的成長への施策につなげていきます。

qý�p・Æ部�;に�する2�方針

住友林業は、株主への利益還元を最重要課題の一つと認識しています。内部留保金を長期的な企業価値の向上に寄与する効果的な投資

や研究開発活動に有効に活用することで、自己資本利益率（ROE）の向上と自己資本の充実を図るとともに、経営基盤、財務状況及び

キャッシュ・フロー等のバランスを総合的に勘案しつつ、利益の状況に応じた適正な水準での利益還元を行っていきます。

また、2025年からの中期経営計画「Mission TREEING 2030 Phase2」（2025年～2027年）における株主還元の方針は、配当性向を親

会社株主に帰属する当期純利益の30％以上とし、利益水準に応じた還元を行うとともに、安定的な配当を実施する観点から、1株当たり

年間配当金の下限を50円とします。
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����ñ��月>の配|状µ

2025年12月期は、期末配当金を1株当たり28円としました。

なお、当社は、2025年7月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っています。2025年6月30日を基準日として支払った中

間配当金(1株につき75円)は、当該株式分割後の1株当たり配当金に換算すると25円に相当するため、期末配当とあわせた2025年12月期

の年間配当金相当額は、1株につき53円となります。

×�
Ú¤}&	*¥¤����ñ��月²ÔF¥※

情Q開示・コミュニケーションに�する2�方針

住友林業は、経営の透明性を高めるために積極的な情報開示を行っています。

株主総会では、分かりやすい報告・説明に努め、WEBサイトでは決算短信・ファクトブック・決算概要説明資料といった決算関連情報

や住宅事業に関する月次受注情報など、豊富なIR情報を和文版・英文版にて開示しています。サステナビリティに関する詳細な取り組み

については、和文版・英文版をWEBサイトにて開示しています。

また、住友林業グループの最新情報をステークホルダーへお伝えするために、ニュースリリースを発信しています。2025年度は90件の

ニュースリリースを公開しました。
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2017年度より、住友林業グループの企業価値向上に関する取り組みについて財務情報とESGに関連する非財務の両面から情報発信を強

化すべく、「統合報告書」を発行しています。「統合報告書」以外にも「株主のみなさまへ（事業活動のご報告）」のほか、「定時株

主総会招集通知」も和文版・英文版を冊子及びWEBサイトで開示するなど、積極的な情報発信に努めています。

統合報告書2025

株主のみなさまへ（第2四半期）

株主・p資家との双方¹コミュニケーション

×�ùv

開催にあたっては、招集通知（和文版・英文版）の法定発送期限に先だつ早期発送やWEBサイトでの開示、電磁的方法（インターネッ

ト等）での議決権行使への対応などを通じて、より多くの株主にご参加いただき、議決権を行使していただけるよう努めています。
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個別ÞーÅ¢ò¯

四半期ごとの決算発表後には、証券アナリストや機関投資家との個別ミーティングを開催しており、2025年度は国内・海外で合計662件

の面談を実施しました。米国住宅事業の現地見学会、国内住宅事業説明会、木造賃貸マンションの現場説明会なども開催しており、今

後も、スモールミーティングや現場説明会などを継続的に開催していきます。

個人投資M向]�明v

個人投資家向け説明会を定期的に実施しています。2025年度は9月、11月に、オンラインの個人投資家向け説明会を2件実施しました。

説明会では、住友林業グループの歴史、事業内容に加え、当社の長期ビジョン、中期経営計画などを説明し、質疑応答を行いました。

��A�投資M・×�向]*3Ë動

海外の機関投資家・株主の皆様に対しては、決算関連資料の英語版の配信などを行っているほか、2025年度は、米国、欧州、アジア等

の機関投資家・株主とオンラインミーティングを実施しました。また欧州にて海外ロードショーを実施し、業績や事業戦略などを説明

するとともに、意見交換を行いました。

なお、より多くの対話機会を持つために、証券会社が主催する国内外のIRカンファレンスにも積極的に参加しました。

サステナブルファイナンスにおける取り組み

Ü·Å¢Õ・£òÐ®Ç・Ô £Éò¸z4資契�締結

2024年12月に、三井住友信託銀行株式会社をアレンジャーとするシンジケーション方式 ※1の「ポジティブ・インパクト・ファイナンス

（資金使途を特定しない事業会社向け投融資タイプ）」の融資契約を締結しました。本件は国連環境計画・金融イニシアティブ※2が提

唱するポジティブ・インパクト金融原則※3及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」に則した

「ポジティブ・インパクト評価」に基づき締結されました。住友林業の「木」を軸としたバリューチェーン「ウッドサイクル」を通じ

てSDGsへ貢献する取り組みが評価されたものです。契約締結にあたり株式会社日本格付研究所よりポジティブ・インパクト金融原則及

び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」への準拠性、活用した評価指標の合理性について第三者

意見※4を取得しています。

本件締結により、 SDGsの目標達成に向けた取り組みをより一層強化し、中長期的な企業価値の向上を目指します。
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´¸ÅÉÒéÅ¢・éò®・ìーòz4資契�締結

2022年8月に、株式会社三井住友銀行と、サステナビリティ・リンク・ローンを締結しました。サステナビリティ・リンク・ローンは借

り手の経営戦略を元にサステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（以下、「SPTs」）を設定。借入条件とSPTsの進]実績を連動

させて、環境的・社会的に持続可能な経済成長を促進します。本ローンの契約で設定したSPTsの達成を目指すことで、サステナビリテ

ィ経営の推進へとつなげていきます。

本件のSPTsは国際的なNGOのCDPが温室効果ガス排出削減活動や気候変動緩和対策の取り組みを評価する気候変動スコアを採用してい

ます。

2025年においても同様の融資契約を1件実施しました。引き続き金融機関との積極的な情報交換に注力していきます。

²ーÜëーÇ«ÏÉò¸ - é¸®ÝÌ·àòÇ - ²òÖè£¡ò¸ - uÍ - ÌÆ.�ÝÌ·àòÇ - áQº¬äéÅ¢/DX - �0Z��v - �æN�Æ
・�G -

×��pt*3Ë�


